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抄 録 
本研究の最終目的は、大学学士課程教育で必要とされる情報リテラシーに関しての
実証的研究を進め、標準的な評価基準としてのモデルルーブリックを開発することに
ある。第２フェーズにあたる本年度は、第１フェーズの結果を受けてスキル調査の設
問の部分的な見直しを行った上で、期首・期末のオンライン調査を実施し従来の調査
結果との比較検討をした。これと並行して、現在の社会が求めている能力・スキルに
ついての調査結果を整理することで、情報活用能力と論理的思考力を問う設問を新た
に設定して予備調査を実施した。さらに高等教育における一般情報教育の現状や動向
に関して、公表されている情報を中心に調査を行い、第３フェーズの前準備として、
最終的な評価指標を策定するために、それらの整理を試みた。 
本稿では、こうした見直しと試行の結果と一般情報教育の対する調査結果を踏まえ
て、最終的な評価指標を策定するための準備を行ってきたことを報告する。 
 
 
1 はじめに 
1.1 全体的な研究目標 
 本研究は、平成２３年度から２５年度までの３か年を研究期間として進めてきている。その３年
間を通した全体的な研究目標は、以下に示す通りである。 
 
１）先行研究結果や国内外の他機関の調査結果も活用し、評価項目として利用する指標の抽出お
よび分類を行う。（他大学の調査等の結果の適用） 
２）大学に入学してくる学生の情報スキルに対する実態調査を行い、その結果やこれまでのプレ 
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ースメントや成績結果から、入学時の情報リテラシーレベルの分類を行う。 
３）評価指標に対して情報リテラシーのレベルを設定し、レベル別に達成基準を検討する。 
４）評価指標の評価を施行し検証する。（３，４をPDCAで実施） 
５）設定した達成指標に対して、達成基準、時期を整理する。（ルーブリックとして整理） 
 
最終的には、標準的な評価指針（モデルルーブリック）を、評価手法も含め発展的な評価基準と
なるように研究開発を進める。 
 
1.2 研究の全体計画概要 
 本研究における３年間の実施計画は、大きく３つのフェーズに分けて計画されている。 
① 第１フェーズ（１年目） 
初期段階での評価指標策定を計画しており、学生の入学時のオンライン調査、外部調査結果や
先行研究などの調査などからキーワードを抽出して整理をする。 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
クラウド動向調査 
図 1-1 研究全体の流れ 
第１フェーズ 
第２フェーズ 
第３フェーズ 
  
②第２フェーズ（２，３年目） 
評価指標・基準の策定(P)→評価試行(D)→分析・検証(C)→見直し(A)のPDCAサイクルにより、
技術の進展に伴う指標や基準の対応を検証する。 
③第３フェーズ（３年目） 
その時点で確定している評価の指標・基準・手法を整理し、モデルルーブリックをまとめ、３
年間の研究報告書を作成する。 
  
 ３つのフェーズの全体的な流れを図 1-1に示す。 
本年度は、３つのフェーズの中の第２フェーズ（図 1-1の中の点線枠内）を中心とした年度であ
り、本報告書では、その実施結果について報告する。 
 
2 今年度の実施概要（第２フェーズ） 
平成２３年度（第１フェーズ）は、大きく以下の２つの観点から調査・分析を進めてきた。 
① 学における学生の入学時の情報リテラシーについて、オンラインで初期調査を実施し、集
計分析を行なった。（対象：関西国際大学入学生、約400名） 
② 種学外部組織の調査結果報告や先行研究を調査し、Web上の検索キーワード分類などから
関連するキーワードを収集した。収集したキーワード群に対して、データマイニング、テ
キストマイニング等の分析手法を利用して評価指標候補の基となるキーワードを抽出した。 
 
 本年度（第２フェーズ）では、第１フェーズの結果を受け、評価項目を部分的に見直して、スキ
ル調査を行い、その結果をもとに、さらに見直しを行った。 
 まず、最初の見直しは、フェーズ１での一般的な文献からのキーワード分析の結果に基づき、ス
キル調査の設問に「携帯端末の利用」、「SNS 利用時の個人情報の取り扱い」に関する問題を追加し
た。また、経年でのスキル調査の結果とキーワード分析結果を照らし合わせることで、内容的に古
くなったと判断した設問は削除をした。さらに、大学入学時点でのパソコン操作に関する経験値に
関する設問も追加した。また、これまでと同様に春学期終了段階でポストテストを実施し、その結
果を入学時の調査結果との比較検討を行った。 
 クラウド環境や ICT教育の動向に関する情報の収集も並行して進め、その結果、現在の社会が求
めている普遍的な要素として「情報活用能力」、「論理的思考力」、「コミュニケーション能力」など
が候補として整理された。そこで、次のステップにつなげるために、「情報社会における情報活用の
問題」と「論理的思考力」を問う設問を新たに設定し、筆者らの秋学期の授業受講者に対して予備
調査を実施した。 
 本年度は、以上のような見直しと試行を繰り返すことで、それらの結果を踏まえた最終的な評価
指標を策定するための準備を行ってきた。 
 また、海外の大学を含めた各種外部組織や先行研究などの調査により、ICT環境や情報教育の動
  
向などを整理し、本研究が目指しているモデルルーブリックに向けた評価指標案の策定を行ってき
た。 
 
3 実施結果 
3.1 2011年度の結果に基づく検討 
2011年度（第１フェーズ）では、主に初期段階での評価指標策定を計画し，学生の入学時のオン
ライン調査に加え，外部調査結果や先行研究などの調査などからキーワードを抽出して整理を試み
た。その結果を図 3-1に再掲する。図中の「NC」は日経コンピュータを，「NP」は日経パソコンを，
それぞれ表している。 
図 3-1から，社会一般の傾向あるいは情報社会の動向がある程度読み取ることができる。例えば，
「ファイル／フォルダ」や「メール／迷惑／添付」，「アプリ／ソフト」，「表計算」などのキー
ワードの出現数は，雑誌によってはバラツキがあるものの，同一雑誌の中では，大きな変化が見ら
れない。その一方で，「クラウド」や「タブレット PC」，「スマートフォン」などのキーワードの
出現回数は，年度進行とともに著しい増加傾向が見られる。この結果は，本研究で立てた仮説であ
る『利用者に求められる情報リテラシーには，技術の発展に応じて変化していくリテラシーと普遍
的なリテラシーの二面性がある』の前者にあたると考えられる。その考察についての検証作業を試
行した。具体的には、これまで実施してきたオンライン調査（学期初めのプレースメント）の項目
に，新たに２つの設問を追加し調査を試行した。設問はキーワード抽出結果である図 3-1を参考に
設けられており，ひとつは SNSに関する内容で，もう一つはタブレット PC(iPadを含む)に関するも
のであった。いずれも，近年のクラウド・コンピューティング環境の変化を代表できるキーワード
だと考えたからである。 
しかし，2011年度に実施したのは試行調査であり，また秋学期の授業終了後の実施だったため，
データはあまり集まらなかった（サンプル数は 9件）。そのため、さらなる詳細調査の実施，およ
び信頼性の高い検証作業が必要とされていた。 
そこで、2012年度は、抽出したキーワードの内容を反映させた設問項目を追加したうえ、オンラ
イン調査の本実施とその検証を行った。また、これと並行して、「情報社会における情報活用の問
題」と「論理的思考力」を問う設問を新たに設定し、筆者らの秋学期の授業受講者に対して予備調
査を実施した（後述）。 
 
  
 
図 3-1 NPとNCにおける年度別関連キーワード出現回数の推移 
 
3.2 2012年度のプリテストとポストテスト 
2012年度入学ガイダンス時期に，新入生に対して情報基礎問題の選択式 16問に、キーワード抽
出に基づく2問を加えた計18問からなるオンラインテストを行った。このほか、従来は紙ベースで
実施していた大学入学時点でのパソコン操作に関する経験値に関する設問もデジタル化し、オンラ
イン調査に追加したが、その結果については、別の機会で報告したい。そして、その結果に基づい
て受講するクラスを指定することで，習熟度別のクラス編成を行った。さらに、学期末に、学期は
じめの18問に、授業のスピードやレベルの主観評価をしてもらう設問を追加してオンラインテスト
を実施した。 
表 3.1は，情報基礎問題平均正答率およびクラスに対する主観評価（授業のレベル，授業のスピ
ード）の平均ポイントである（２００８年度～２０１２年度）。ここで，主観評価の平均ポイント
は，回答値を１～１０ポイント換算した値（高い方が良い評価）の平均値である。 
図 3-2では，表 3.1の中の情報基礎問題の平均正答率の年度別状況を示し，図 3-3では主観評
価（授業レベルおよび授業スピード）平均ポイントの年度別の状況を示している。 
表 3.1および図 3-2図 3-2より各年度の情報基礎問題平均正答率は，すべての年度で，学期初
めと比較して学期末の方が向上していることがわかる。また，年度の経過により正答率は相対的に
向上しているように見えるが， 2012年度に関しては、プリテストとポストテストとも、平均正答
率が前年度を下回っている。その原因として、特定学科の1年生がこのオンラインテストを受けて
  
いないことによるものではないかと推測される。ただ、この点は、これまでの全体的傾向に影響を
与えるものにはならないと考えられる。一方、授業レベルおよび授業スピードの主観評価回答平均
ポイントは，表 3.1と図 3-3、図 3-3から読み取れるように、これまでと同様に比較的高い水準を
保っている。 
 
表 3.1 情報基礎問題平均正答率およびクラスに対する主観評価 
学期はじめ
年度 情報基礎問題 情報基礎問題 授業レベル 授業スピード
平均正答率 平均正答率 平均ポイント 平均ポイント
2008年度 44.9% 47.7% 7.10 7.35
2009年度 45.3% 54.6% 7.74 8.18
2010年度 54.2% 60.2% 7.42 7.30
2011年度 54.6% 65.1% 7.45 7.92
2012年度 49.4% 60.7% 7.59 7.64
学期末
 
 
表 3.2は昨年度実施したオンラインテストの試行と今年度実施した本調査データを対比したも
のである。それによると、新たに追加した問 17と問18（「携帯端末の利用」、「SNS利用時の個人情
報の取り扱い」）については、期首より期末の平均正答率が高くなっている点では、これまで用いて
きた他の設問と同じな傾向であるが、本番の平均正答率は試行時に比べると僅かながら低減してい
る。その一方で、平均解答時間については、期首と期末とも試行時の約半分に縮小しており、クラ
ウド・コンピューティング環境やソーシャルネットワークサービスの進展に伴い、新たに追加され
た2問に関する内容の認知度が着実に上昇していることが窺える。 
 
 
図 3-2  情報基礎問題の平均正答率 
  
 
図 3-3 クラスに対する主観評価（授業のﾚﾍﾞﾙ，ｽﾋﾟｰ ﾄﾞ） 
 
表 3.2 オンラインテストの試行と本番データ（2012年度）の対比（単位：秒） 
正答率
平均解答
時間
正答率
平均解答
時間
正答率
平均解答
時間
1 0.88 38.20 0.37 29.1 0.52 25.9
2 1.00 15.20 0.61 29.2 0.77 30.7
3 0.55 27.90 0.79 15.2 0.82 14.1
4 0.44 46.30 0.16 24.6 0.23 26.6
5 0.77 37.00 0.65 26.2 0.76 24.3
6 0.66 22.80 0.44 18.4 0.52 23.0
7 0.44 38.70 0.29 21.7 0.46 25.7
8 0.33 26.40 0.58 31.2 0.63 31.6
9 0.77 20.30 0.24 18.1 0.38 21.4
10 0.77 46.00 0.61 20.6 0.45 22.9
11 0.88 33.40 0.47 31.5 0.64 36.0
12 0.77 59.20 0.60 22.2 0.77 23.6
13 0.77 29.00 0.60 34.3 0.79 36.0
14 0.77 29.80 0.76 17.0 0.83 19.3
15 0.66 46.40 0.55 27.8 0.67 30.3
16 0.66 22.40 0.18 31.5 0.47 44.8
17 0.66 33.40 0.58 15.2 0 .64 15.0
18 0.68 34.00 0.40 15.7 0 .58 18.9
平均値 0.69 33.69 0.49 23.86 0.61 26.12
最小平均値 0.33 15.20 0.16 15.20 0.23 14.10
最大平均値 1.00 59.20 0.79 34.30 0.83 44.80
問題番号
2012年度期首 2012年度期末試行調査
 
  
 
3.3 新たな問題設定と試行 
最新情報を継続して収集し、そこから、社会が求めている普遍的な要素として「情報活用能力」、
「論理的思考力」、「コミュニケーション能力」などが候補として整理された。その中で「情報活用
能力」と「論理的思考力」を測ることに主眼をおいて、「情報社会における情報活用の問題」と「論
理的思考力」を問う設問を新たに設定し、筆者らの秋学期の授業受講者に対して予備調査を実施し
た。 
 具体的な問題構成は、表 3.3に示す１０題で、Web-Classを利用してオンラインで以下に示す予
備調査を実施した。 
（１）実施時期  ２０１２年 １２月 １８日（火）、２０日（木） 
 （２）対象者：５６名   コンピュータ応用A,C（陳担当）受講生 ２２名 
情報と社会（山下担当）受講生     ３４名 
 
表 3.3 新問題構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-4 問題別正答率（新問題） 
 
図 3-4 は、問題別の正答率であるが、情報活用の問題（問題１～7）に関しては、６０％以上の
正答率であるが、最後の論理思考力の問題は、いずれも４０％を下回っている。 
 この結果とこれまでの情報リテラシー調査結果から、情報基礎やスキルの習得に比べると情報社
会への対応に関する知識は兼ね備えているように考えられる。 
 これは、情報社会のクラウド化の進展も含めた一般社会への ICT利用の浸透が進んできているこ
とに大きく影響されていると考えられる。 
 
3.4 高等教育における「一般情報教育」の現状と動向調査の結果 
「第2フェーズ（平成24年度）」として作成した「評価指標並びに評価基準(案)」を検証するた
め、改めて、高等教育における「一般情報教育」の現状と動向を継続調査した。 
問題No 問題概要
問題１ インターネットの仕組み
問題２ Ｅメール利用の注意
問題３ コンピュータセキュリティ
問題４ 情報社会の問題
問題５ パスワードの利用
問題６ 著作権
問題７ 情報モラル
問題８ 論理問題（条件判定）
問題９ 論理問題（情報整理(1)）
問題１０ 論理問題（情報整理(2)）
論理思考力問題 
  
現在、国立研究機関をはじめとする官・学・業の各種団体において、「高等教育における情報教育
の在り方等」についての様々なプロジェクトが、同時進行中である。 
各プロジェクトにおける成果（提案）あるいは検討過程（中間報告）について、インターネット
で逐次公表されつつある。したがって、「高等教育における一般情報教育」の動向を把握する“よす
が”として、今後とも、これら情報源の追跡調査を継続していく予定である。 
なお、ここでは、公表された各種情報の中で、本研究プロジェクトが目的としている「評価指標
並びに評価基準の設定」の視点から、特に、高等教育関係には限定せず、参考になると思われる一
例を下記に紹介する（順不同）。 
 
(1) 「情報通信系教育における学習成果の到達目標」平成 23年度教育改革 ICT戦略大会報告 
(2) 「情報リテラシー教育の実践状況アンケート結果」私立大学情報教育研究委員会情報リテラシー・
情報倫理分科会（2012.3） 
(3) ＊「分野別教育における情報教育のガイドライン」私立大学情報教育研究委員会(2010.8) 
(4) 「金沢大学での共通教育における情報教育と必携 PCの活用」学術情報処理研究 No.15 2011 
(5) 「大学改革実行プラン～社会の変革のエンジンとなる大学づくり～」文部科学省(2012.6) 
(6) 「神戸大学における情報リテラシー教育の取り組み～」MAGE Vol.32, No.40 (2012.3) 
(7) 「アカデミック・リテラシー２０１２」早稲田大学 
(8) 「中央大学コンピテンシー定義」中央大学 HP 
(9) 「大学教育における統計教育の質保証について」2011 年 9 月統計関連学会連合大会 
(10)  OECD生徒の学習到達度調査(PISA2009)デジタル読解力調査の結果について：文部科学省（平成 23
年 6月 28日プレスリリース） 
(11) 「情報教育の転換と大学入試」日本情報科教育学会第５回全国大会(2012-6-16:2p-1) 
(12) 「大学における一般情報（処理）教育(招待論文)」メディア教育研究 2010 Vol1.No2 s11-s21 
(13) 「北海道大学における一般情報教育(招待論文)」メディア教育研究 2010 Vol1.No2 s44-s56 
(14) 「東京大学・学びのシステム」東京大学ＨＰ 
(15) 「企業が採用時の要件として大卒者に求める能力とその評価方法」大学教育学会第３１回大会 自
由研究発表Ⅲ「学士課程教育」発表資料（2009-6-7発表） 
(16) ＊J検「情報デザイン試験の手引き」（財） 職業教育・キャリア教育財団 検定試験センター(2012) 
 
上記の各資料は、我々が目的としている「全学的な学習支援・学生支援」にも活用できる「情報
リテラシー評価指針（モデル・ルーブリック）」とは、観点の違いによりその趣旨が異なるものであ
ることは否めない。 
しかし、上記（３）「分野別教育における情報教育のガイドライン」が、「全学の各学部・学科に
“共通する項目”ならびに“変わるもの・変わらぬもの”」を検討する上で比較的参考になると思わ
れるので、この資料の狙い（原文）を以下に引用する。 
  
 
『専門教育と教養教育の統合教育として、大学での情報活用能力の教育があげられる。これまでは、
基礎的な情報リテラシーの習得に比重がおかれてきたが、これからは、本質的な学びを目指す学士
力の構成要素として機能することが要請される。そのためには、分野別の学士力に求められる情報
活用能力として、例えば、信頼性に基づく情報の「選別・識別」、情報の瓢窃などの「倫理」への
配慮、情報の整理・分析法、情報の表現・蓄積・発信に関する「手法・心得」などの能力が不可欠
となる。 
 本協会では、昨年度とりまとめた分野別の「学士力考察」及び医学・歯学・薬学のモデル・コア
カリキュラムを踏まえて、各分野の学士力を実現する一つの構成要素としての情報活用能力につい
て検討を行い、中間的にとりまとめた分野別における情報教育からなるガイドラインをとりまとめ
た。その後、サイバーＦＤ研究員（加盟校教員約１万人）に意見を募集し、30分野でガイドライン
とりまとめることができた。』とある。 
文面からすると、このガイドラインをもって“私立大学情報教育研究委員会としてのワーク”は
終了ともとれる。しかしながら、この段階でも、本研究プロジェクトが研究目的としている評価指
針の大項目（or中項目）設定の際に参考になると考えられるため、本資料で紹介されている「教育
分野別情報教育ガイドライン」を基にした、「全学の各学部・学科に“共通する項目”ならびに“変
わるもの・変わらぬもの”」を検討する“よすが”とするため、その内容をエラ !ー 参照元が見つか
りません。に示す「一覧表」として整理した。 
 また（１６）の、（財） 職業教育・キャリア教育財団 検定試験センターが主催する J 検の情報
デザイン試験の手引きに検定問題の出題範囲として、身に付けたい能力が記載されていた。その情
報を整理して表 4.2に示す一覧表にまとめた。 
 
 
4 モデルルーブリックに向けた評価指標の検討について 
4.1 大学における一般情報教育の目的（再掲） 
 大学における「一般情報教育の目的」は、各教育分野が必要とする「情報リテラシーに関する基
礎」を理解させると共に、それぞれの置かれた立場・環境において、「研究力としての情報活用能力
（情報リテラシーを自由自在に活用できる能力）」を身につけさせることにある。すなわち、高等学
校までの情報教育とは異なり、各教育分野（学問探求の場）のインフラとしての「一般情報教育」
を実施することにある。 
 
 
 
 
  
表 4.1 教育分野別情報教育のガイドライン 
英語 心理学 経営学 社会福祉 教育学
到達目標１．
情報倫理の重要性を理解
した上で、
英語学習に必要なＩＣＴ
を身につけている
人間の心や行動を理解す
るために、
ＩＣＴを用いて文献検索
や資料の収集、レポート
の作成やプレゼンテー
ションを行うことができ
る
ＩＣＴを活用して、経営
に関わる情報を適切に収
集・整理・加工・処理・
発信できる。
人と社会および社会福祉
の現状に
ついて理解し、それらの
問題を発見・解決するた
めに必要な情報を収集、
整理、分析、活用できる
学びの意義と教育の必要
性を理解するために、Ｉ
ＣＴ機器を用いて文献検
索や資料収集をおこな
い、その結果を整理・分
析できる
到達度
① 英語表現の検索、文
献・資料の収集・理解に
ＩＣＴを利用できる。
② 英文の作成、編集、
翻訳などにＩＣＴを利用
できる。
③ 音声・画像データな
どを通じて効果的に交信
するために、ＩＣＴを利
用できる。
④ 剽窃、盗用、発信・
表現による文化摩擦など
に配慮してＩＣＴを利用
できる
① 情報検索・処理・発
信に関する
基本的な能力を習得して
いる。
② 心理学関連の文献、
資料の所在を知ってお
り、またインターネット
情報の限界を知り、目的
に応じて適切に検索する
ことができ、その情報の
信頼性を評価できる。
③ 適切な引用方法を
知った上で、
収集した情報に基づいた
レポート作成やプレゼン
テーションができる
① 情報検索やソフトウェアの活用など基本的な情報処理能力を身につけている。② 組織における情報システムの役割を理解している。③ 経営情報の社会性的影響力を理解し、情報を適正・適切に取り扱うことができる。
① 社会福祉の問題に関
する情報の所在、構成、
背景を知っている。②
適切な情報を収集するた
めに情報の信頼性を識別
でき、情報を活用する際
の倫理を身につけてい
る。③ 情報検索やソフ
トウェアの活用等、基本
的な情報処理能力を身に
つけている。④ 多様な
ＩＣＴを用いて、収集し
た情報の識別、データ
ベース化、プレゼンテー
ション等ができる
① 情報検索ツールを用
いて必要とする文献や情
報を検索し、その信憑性
を検討できる。
② 他者の意見（引用文
献等）と自己の意見を明
確に区分して表記でき
る。
③ 基本的なソフトウェ
ア（文書作成、表計算、
作図）を用いて、論文作
成やプレゼンテーション
等ができる。
到達度確認
の測定手段
①～④は、学習支援シス
テムを利用し、自己評
価、他者評価、小テスト
などにより確認する
①～③は、レポート、テ
ストや
教育支援システム等を用
いて確認する
①は、プレゼンテーショ
ン、レポートなどにより
確認する。②と③は、
小テスト、レポートなど
により確認する
①～④は、レポート、プ
レゼンテーション、テス
ト、論文等により確認す
る
①～③は、適切なキー
ワードを思いつき、デー
タベースや辞書・事典を
活用し、その際に、信憑
性の吟味や著作権への配
慮を行っているのかを成
果物もしくはプレゼン
テーションで確認する
到達目標２．
英語による多様なコミュ
ニケーションに必要なＩ
ＣＴを身につけている。
人間の心や行動に関わる
現象を明らかにするため
に、実験・調査・検査・
観察にＩＣＴを活用する
ことができる。
企業をはじめとする組織
の行動を
整理・分析し、意思決定
を行うためにＩＣＴを活
用できる
ソーシャルワークの展開
過程に
ＩＣＴを活用できる
教育をデザイン（設計、
実施、評価、改善）する
ために、ＩＣＴを活用し
て、調査・集計・分析等
ができる。
到達度
① 英語による効果的な
交信を行うためにＩＣＴ
を利用できる。
② 複数の相手と協働し
て協議・交渉・意見交換
するためにＩＣＴを利用
できる。
① 研究目的に応じて科
学的に行動を観察し、数
量化することができる。
② 収集したデータの解
析（適切な解析方法の選
択と実施）を行い、その
解析結果を評価、解釈す
ることができる。
③ 倫理的側面に配慮し
た研究計画を立てること
ができる。
④ アンケート調査、心
理検査にインターネット
を利用することの可能性
と限界を理解できる。⑤
心理学実験にコンピュー
タを用いることができる
① ソフトウェアを用い
たデータの整理・分析や
意思決定への活用法を理
解している。
② 経営情報システムに
よる複数の成功、失敗事
例を理解している。
① ＩＣＴを用いたアセ
スメント方法を理解して
いる。
② 支援計画の作成、提
案にＩＣＴを活用でき
る。
③ 地域に向けて効果的
に情報の受発信ができる
① 目標設定や学習者の
実態の把握のために必要
な情報を、ＩＣＴ機器を
用いて調査・集計でき
る。
② 集計した情報を表計
算・統計ソフトを用いて
分析・評価できる。
③ 収集した情報および
教育実践記録などの文
字・映像情報のデータ
ベース化を行い、適切に
管理できる。
到達度確認
の測定手段
①②は情報支援システム
を利用し、
他者評価、学習ポート
フォリオ、
小テストにより確認する
①～⑤は、レポートや学
習ポートフォリオを通じ
て確認する
①は、小テスト、プレゼ
ンテーションなどにより
確認する。
②は、プレゼンテーショ
ン、ディスカッションな
どにより確認する
①～③は、レポート、プ
レゼンテーション、事例
報告会等により確認する
①～③は、学生の学習
ポートフォリオを用い
て、確認する。
到達目標３
ＩＣＴを用いて、社会の
諸現象の理解に心理学的
な視点を応用することが
できる。
到達度
① ウェブサイトやブロ
グなどから、様々な人間
の異質性や多様性の存在
を認識できる。② ウェ
ブサイトやブログなどか
ら、社会現象の背後にあ
る人間の心や行動を理解
できる。
到達度確認
の測定手段
①  ②は、レポートや学
習ポートフォリオを通じ
て確認する。
（私立大学情報教育研究委員会資料より） 
  
表 4.2 情報デザイン試験（J検）の出題範囲による整理 
出典：改定情報デザイン試験手引書 
 
 
4.2 大学における一般情報教育の動向 
 現在、大学における一般情報教育は、「コンピュータリテラシー」から「情報リテラシー」への移
行過渡期にある。すなわち、新学習指導要領に基づき学習してくる高校生の受け入れが始まる“２
０１６年”までは、現学習指導要領に基づき履修してきた高校生に適合した受け入れ態勢が求めら
れる（“２０１６年問題”）。 
一方、“２０１６年問題”では、今まで言われてきた「“情報リテラシー”とは違った“情報デザ
イン（注）”が重要になってくる」との指摘が、浅野泰仁氏（京大）よりあった（大学 ICT 推進協
議会2012年度年次大会“企画セッション”での話題提供2012-12-17）。 
ここで提起されている“情報デザイン”は、次の２本柱を想定している報告があった。 
身に付け
たい能力
大項目 中項目 小項目
＜情報デザインの考え方＞ ＜情報デザインとは＞ ①情報社会とデザイン
①情報デザインの意義と役割 ②情報とコミュニケーション
②基本的な流れ ③情報デザインの活用
④情報デザインの作業とプロ
セス
＜情報とモラル＞
①モラルの必要性
②情報社会におけるルール
＜情報収集と整理＞ ＜調査の考え方＞ ①調査の目的
調査を行う様々な場面と基本的な流
れ
②調査の基本的な手順
＜調査手法＞ ①調査手法の選択
代表的な調査手法とその使い分け ②代表的な調査手法
＜分析と整理＞ ①情報の分析手法
集められた情報の分析と整理・活用 ②調査結果の表現と活用
①問題の捉え方
②問題解決の手順
①問題解決手法の概略
②問題解決手法の選択
①情報構造の捉え方
②情報の関連性
③情報構造の種類
①表現の基礎
②情報表現の種類
①伝える目的
②コミュニケーション
③プレゼンテーション
①評価の目的
②評価の種類
③改善の方法
＜問題解決の考え方＞
適切に問題を捉え解決する基本的流れ
＜問題解決手法＞
問題解決の手法とその使い分け
考え方
情報を扱う際に求められる
モラルとルール
分析力
「社会で働き始めるすべての人に必
要な力」として、情報デザインの考え
方や流れ、倫理を理解する。
現実を正しく捉えて重要な問題や課
題に気付くために情報を収集し分
析・整理する手法を理解する。
＜問題解決と発想＞
個人やチーム力を活かしながら
問題を適切な方法で解決する。また
アイデアを発想する手法を理解する。論理力
＜評価とフィードバック＞
活度を振り返り、改善していく手法
＜情報の伝達と評価＞
相手の納得と共感を得るために
情報を効果的に伝達する手法と
様々な活動を改善しながら継続する
手法を理解する。
提案力
＜情報構造の考え方＞
情報を整理、構造化するための考え
方
＜情報表現の手法＞
情報を伝えるための表現の基礎
＜情報の構造化と表現＞
情報の性質や関連性を明確化し、
感覚や認知の特性を踏まえてわかり
やすく表現する手法を理解する。表現力
＜情報の伝達＞
対話やプレゼンテーションのスキル
  
 ①「情報を活用できる能力」⇒情報の生成・収集・分析・提示（生きる力の育成） 
 ②「研究力としての情報力」、特に「総合判断力と批判思考」や、「国際的コミュニケーション能
力」の育成（研究する力の育成）。 
さらに「情報リテラシーの基礎」として、次の２領域の必要性についても言及されていた。 
・「科学的方法」を体得するための“情報リテラシー”授業。 
  具体的には、情報検索／情報表現／科学的方法（データを見て、仮説を立て、検証する）。 
・「科学に関するデータの可視化と考察⇒携帯端末を使って大型スクリーンに投影し討論。 
高等学校のカリキュラムでいえば、「情報の利活用と社会の情報」へのシフトである。 
また、この“企画セッション”に参加したフロアーからの問題提起として、従来の“情報リテラ
シー”は、教育者（技術者）の立場からの教育が主流で、”学生の目線に立った教育”がなされてい
ないのではないかとの指摘がなされた。 
しかし、学生の目線で考える場合、“コンピュータリテラシー”レベルの能力すら身に着けていな
い学生が国公立・私学を問わず存在すること。また、この二極化は、将来とも解消できないのでは
ないかという指摘（危惧）がなされ、この討論は収斂せずに終わった。 
さらに、別の問題提起として、現在の日常生活においては携帯情報端末が主流であり、いわゆる
ＰＣ（コンピュータ）がほとんど使われていないこと。また、学生の中には、初等・中等教育で“学
習したという（記憶）”さえ無いものがいること。これらの問題は「将来にわたっても変わることが
ないのではないか」、特に「人間は忘れる」ということを前提にして、「一般情報教育を適時・適切
に繰り返し教育する必要があるのではないか」との指摘もあった。 
しかし、関連学会・研究会等では、「２０１６年」問題までにはまだ時間的余裕があるという共通
認識で、「何を教えるのか（到達目標）」については、これからの討論に待たざるを得ないのが現状
である。 
したがって、本年度は、これらの動向を勘案しつつ、先駆けとして「何のために、何を教えるの
か（到達目標案）」を設定し、あわせて評価基準に関する第１案（到達度とその測定方法）を提案す
る。 
ただし、案の策定にあたって、独善的であってはならないので、現時点では、第３章で紹介され
た、次の資料を主な“よりどころ”として、最終的な評価指標を策定するための“準備作業”を行
った。 
エラ !ー 参照元が見つかりません。「教育分野別情報教育のガイドライン」私立大学情報教育研究
委員会(2010-8) 
表 4.2「情報デザイン試験（Ｊ検）の出題範囲」改定情報デザイン試験手引書：文部科学省後援、
財団法人専修学校教育振興会編 
 
4.3 本章の目標 
大学における“一般情報教育”には、次の３つの領域があるとの仮説に基づいて立案した。 
  
（１）初年次教育（“コンピュータリテラシー”のリメディアル or正課授業？） 
（２）各教育分野（専門課程）の“インフラとしての一般情報教育”（前述の“情報デザイン”？） 
（３）社会人として求められる“情報教育”（前述の“情報デザイン”プラスα？） 
１）初年次教育 
入学生は高校教科「情報」の履修を前提としているが、現実には、国公立・私学を問わず、
「コンピュータリテラシー」能力すら身に着けていない学生が存在しているのが現状である。
しかし、大学として受け入れた以上は、各大学の実情に合わせた「リテラシー教育（補習ある
いは正課）」が大学の責務である。したがって、本研究は、この領域についても敷衍する。 
２）各教育分野（専門課程）の“インフラとしての一般情報教育” 
本研究の前提となっている「必要とされる能力に可変的なものと普遍的なものがある」とい
う観点で、前述の資料[エラ !ー 参照元が見つかりません。]を再整理してみたのが、後述の[表 
4.3]である。 
大区分では「普遍的に求められる能力」であっても、実際に求めているもの（中・小区分）
は、その人が置かれている立場・環境（各教育分野）や世代によって異なっている面があるこ
とが明確になってきた。これは、同一評価項目に対するレベル設定の違いによるようなもので
はなく、指標そのものが異なる場合もある（これは、巷間で言われる“総論賛成、各論反対”
の類とは異なる次元の問題である）。 
３）卒業生に対する“情報教育”の「質的保証」 
卒業生に対する“情報教育の質的保証”には、次の 2 つの観点から検討する必要があるのでは
ないかと考える。 
①一つは、卒業時における“一般情報教育の成果”の確保と維持 
卒業生に対して「社会人として求められる企業の期待」と、「大学卒業時の習得能力」との間にギ
ャップがあることが分かってきた（日本経団連「企業の求める人材像についてのアンケート結果」
より）。 
社会人として送り出す最終段階の大学の責務として、これらのギャップを埋める努力をすること
が求められている。しかし、このアンケート段階では“一般情報教育”という項目は明示されてい
ない。ただし、入社後は“業務遂行能力”いう総合指標で評価されるので、当然“一般情報教育レ
ベルの能力”は最低限要求される。 
したがって、“キャリア教育”段階で“一般情報教育のリメディアル”を適時・適切に繰り返し教
育し、卒業生に対する“情報教育の質的保証”をする必要があるのではないか。 
②二つ目は、多くの企業で“スマートデバイス”の導入が進んでいることへの適応。  
 ビジネスにおけるモバイルデバイスの活用は、携帯電話、ノートパソコン、PDAと変遷し、2008
年の iPhone 発売を契機に、モバイルデバイスからスマートデバイスへと移り変わりつつある。そ
して、スマートデバイスを活用した“新たな仕事の仕方”が生まれ、これが当たり前になりつつあ
るのが 2012 年であった。 「当初、スマートデバイスの利用は、メールや Web サイトを見る程度
  
であったが、現在は、商談のサポート、接客支援、フィールドサービスなど、ビジネスへの活用が
本格化してきている。2013年は、多くの企業で更にスマートデバイスの導入が進み、“スマートデ
バイスを前提としたビジネス”に移り変わる年となる（日経 IT-Pro 2013-1-21 号）」ことが予測さ
れている。  
 したがって、スマートデバイスを前提とした社会の趨勢の中で、大学におけるこれまでのＰＣ（パ
ソコン）を前提とした一般情報教育のみで、卒業生の“情報教育の質的保証”とすることが、社会
的に是認されるのかどうかという新たな問題が発生する。 
すなわち、“2016年問題”もさることながら、スマートデバイスを前提とした社会において、大
学における“情報教育”が担うべき役割はどのようにあるべきか（変わるのか、変えねばならぬか）、
学士力（社会に対する質保証）の観点から検討する必要性が、早晩惹起されるであろう。しかし、
スマートデバイスも技術革新によって変わる要素であり、利用動向も流動的である現時点で、これ
らの検討を本研究に反映するのは難しい。従って、本年度の研究は、上記三領域のすべてを網羅す
るのではなく、主として（２）各教育分野（専門課程）における“インフラとしての一般情報教育”
を取り上げることにした。 
 
4.4 一般情報教育におけるモデルルーブリックに向けた評価指標について 
１）情報教育において“変わるもの・変わらぬもの” 
本研究の前提となっている「必要とされる能力に可変的なものと普遍的なものがある」という観
点から、“一般情報教育における評価項目”で、“何が変わり、何が変わらぬか”を俯瞰したのが、
図4-1および表 4.3である。 
因みに、初等中等教育における情報教育は、“生きる力”の一要素であった。また、大学における
“学士力”の一要素としての“情報リテラシー”も“生きる力”にとって不可欠の要素であること
はいうまでもない。 
この“生きる力”は、[図 4-1]に示したように、「自分（個人・組織）を取り巻く環境について①
現在の変化をいち早く察知して、それに対応して“生きる”こと。さらに、②将来起こり得る変化
を予測して、それに対応して“生き延びる”こと」であり、これは「Ｔ：時間（時代）の経過によ
っても」、「Ｐ：おかれた場所（環境）によっても」、「Ｏ：状況（立場）によっても」変わらぬ敷衍
的なものである。 
変わるものは、この目的を達成するための手段・方法等が、「Ｔ・Ｐ・Ｏ」によって変わること。
上記のように、評価項目（中区分）まででも多様な項目があり、評価項目小区分まで落とす段階で
は、更に多種多様になり、一元的に評価項目ならびに評価基準を設定することができないことが予
想される。（本件は、最終案で改めて精査する予定である） 
２）教育分野別“一般情報教育”評価基準（案） 
本研究の前提となっている「必要とされる能力に可変的なものと普遍的なものがある」という観
点で整理した前章のエラ !ー 参照元が見つかりません。において、さらに“共通項はなにか”、同一
  
評価項目に対するレベル設定段階で“指標そのものが異なる場合があるのかどうか”等を検討する
ための準備作業として、次ページの[表 4.3]を作成した。表の整理に当たって、以下の３点を注記
しておく。 
目的：
情報の収集
・情報源の検索
・情報源の選択
情報の保存・整理
・データの入手
・データの整理
情報の加工・分析
・データの加工
・データの分析
情報の構造・表現
・情報の関連付・構造化
・情報表現（見える化）
情報の発信・提案
・コミュニケーション
・プレゼンテーション
評価とﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
・問題の発見
・問題解決の継続
情報の適性判断
・信頼性、正当性
・課題への適合性
情報倫理
・知的財産権
・モラル・ルール
データを見る力
・現実を正しく捉える
・分析結果の検証力
情報の特質理解
・情報の関連性理解
・訴求力のある表現
情報の提案力
・相手の納得・共感
を得る効果的伝達
問題発見・改善力
・問題に気づく力
・改善・実行力
問題・課題・分野
等に対応した
・情報源
・検索スキル
・調査手法・手順
問題・課題・分野
等に対応した
・データ入手スキル
・データ整理スキル
問題・課題・分野
等に対応した
・データ加工スキル
・データ分析スキル
（現状・原因・問題分析）
・結果の検証スキル
問題・課題・分野
等に対応した
・データ構造化スキル
・情報の表現スキル
・問題解決・立案手法
問題・課題・分野
等に対応した
・情報図表化スキル
・正確に、わかりやす
く伝えるスキル
（門外漢にも分かる）
問題・課題・分野
等に対応した
・問題点発見スキル
・将来を予測する手
法・スキル
（短期・中期・長期）
・時間経過に伴っ
て変化する
・メディア
・検索機器
・検索アプリ
・SNS技術
・情報の質
・情報量
・関連の複雑化
・webの利活用
・知的財産権（法規）
の変更
・情報倫理・モラルの
対象の拡大・変化
・ナビゲーション（リン
ク）手法の変化
・クラウド・コンピュー
ティング
・ビッグデータ利活用
（データ入力・検索）
・レポート作成技術
・表計算ソフト
・統計分析ツール
(spss、Excel等)
・ビッグデータ利用技
術（検索）
・データを情報に変換
（データ構造の選択）
・適時・適切な情報表
現の選択（文字・図・
表・音声・動画）
・適時・適切な問題解
決手法の選択
・メディアの変換技術
・文書作成ソフト
（図表入り文書）
・グラフィックソフト
（動画作成ソフト）
・プレゼンソフト
・音声合成ソフト
・ＡＲ技術の利用
・SNS技術
・HP作成技術
・コミュニケーションス
キル（対面・遠隔）
・リンク（複数の到達
手段）
・適切な評価手法の
選択
・改善手法の選択
・各種予測技術の利
活用
＜創造する力＞
・新しい評価手法の
開発
・新しい予測手法の
開発
＜目的達成の　　ための手段＞
＜生き抜く力＞
自分（個人・組織）を取巻く環境
①現在の変化をいち早く察知して、
それに対応して”生きる”こと
②将来、起こり得る変化を予測して
それに対応して”生き延びる”こと
T：時間（時代）の経過
によっても変わらぬもの
P:おかれた場所（環境）
によっても変わらぬもの
O：状況（立場）の如何
を問わず変わらぬもの
変
わ
ら
ぬ
も
の
｜
行
動
規
範
｜
変
わ
る
も
の
・
ス
キ
ル
ツ
｜
ル
図 4-1 一般情報教育における評価項目（大・中区分） 
 
 
(注１) 教育分野は、平成 24年度の関西国際大学の学科を対象に選定した。 
(注２) 情報分野として、「コンピュータリテラシー（初年次教育：リメディアル）、「情報リテラシ
ー」、「学術情報リテラシー（図書館学会）」等々あるが、平成 24年度は、主として専門課
程を対象とした「情報リテラシーの基本の理解と利活用」という視点から「ナゼ、何を」
  
という目的を明記した。 
(注３) 平成24年度は、仮に、到達目標Ⅰ、Ⅱを設定したが、最終的には、内容を精査して、「１目
標1項目」の複数の「到達目標」に再編成する予定である。 
表 4.3 教育分野別“一般情報教育”評価基準（案） 
英語教育 心理学 経営学 社会福祉学 教育学
目的
英語学習に必要なICTを身に付ける人間の心や行動を理解するため経営に関わる情報を適切に処理するため人と社会及び社会福
祉の現状について理
解し、それらの問題を
発見・解決するため
学びの意義と教育の
必要性を理解する
ため
到達目標Ⅰ
表現は違う
が略共通
情報倫理の重要性を
理解した上で、
英語学習に必要なＩＣ
Ｔを身につけている
＜必要なICTは到達度
にあり＞
ＩＣＴを用いて文献検
索や資料の収集、
レポートの作成やプ
レゼンテーションを
行うことができる
ＩＣＴを活用して、情報
を適切に収集・整理・
加工・処理・発信でき
る。
ICTを活用して、必要
な情報を収集、整
理、分析、活用できる
ＩＣＴ機器を用いて文
献検索や資料収集
をおこない、その結果
を整理・分析できる
到達度
(注）
最終案でレ
ベルを設定
① 英語表現の検索、
文献・資料の収集・理
解にＩＣＴを利用でき
る。
② 英文の作成、編
集、翻訳などにＩＣＴ
を利用できる。
③ 音声・画像データ
などを通じて効果的に
交信するためにＩＣＴ
を利用できる。
④ 剽窃、盗用、発
信・表現による文化摩
擦などに配慮してＩＣ
Ｔを利用できる。
① 情報検索・処理・
発信に関する
基本的な能力を習得し
ている。
② 心理学関連の文
献、資料の所在を知っ
ており、またインター
ネット情報の限界を知
り、目的に応じて適切
に検索することがで
き、その情報の信頼性
を評価できる。（情報
源の信ぴょう性・妥
当性）
③ 適切な引用方法を
知った上で、
収集した情報に基づい
たレポート作成やプレ
ゼンテーションができ
る。
① 情報検索やソフト
ウェアの活用など基本
的な情報処理能力を身
につけている。
② 組織における情報
システムの役割を理解
している。
③ 経営情報の社会性
的影響力を理解し、情
報を適正・適切に取り
扱うことができる。
（情報源の信ぴょう
性・妥当性）
① 社会福祉の問題に
関する情報の所在、構
成、背景を知ってい
る。
② 適切な情報を収集
するために情報の信
頼性を識別でき、情
報を活用する際の倫理
を身につけている。
③ 情報検索やソフト
ウェアの活用等、基本
的な情報処理能力を身
につけている。
④ 多様なＩＣＴを用
いて、収集した情報の
識別、データベース
化、プレゼンテーショ
ン等ができる。
① 情報検索ツールを
用いて必要とする文献
や情報を検索し、その
信憑性を検討でき
る。
② 他者の意見（引用
文献等）と自己の意見
を明確に区分して表記
できる。
③ 基本的なソフト
ウェア（文書作成、表
計算、作図）を用い
て、論文作成やプレゼ
ンテーション等ができ
る。
到達度
測定手段
①～④は、学習支援
システムを利用し、自
己評価、他者評価、
小テストなどにより確
認する。
①～③は、レポート、
テストや
教育支援システム等
を用いて確認する。
①は、プレゼンテー
ション、レポートな
どにより確認する。
②と③は、小テスト、
レポートなどにより確
認する。
①～④は、レポート、
プレゼンテーショ
ン、テスト、論文等
により確認する。
①～③は、適切なキー
ワードを思いつき、
データベースや辞書・
事典を活用し、その際
に、信憑性の吟味や著
作権への配慮を行って
いるのかを成果物もし
くはプレゼンテー
ションで確認する。
目的
コミュニケーションに必要なICTの習得実験・調査・検査・観察
のために
＜ＩＣＴを活用する＞
企業・組織の行動を整
理・分析し、意思決定
を行うために＜ＩＣＴを
活用する＞
ソーシャルワークの展
開過程に
＜ICTを活用する＞
教育をデザインするた
めに
＜ＩＣＴを活用する＞
到達目標Ⅱ
研究目的に応じて、
①科学的な分析・評価
を行うことができる。
②適切な調査・検査手
法を用いて解析・評価
することができる。
情報リテラシーおよび
学術情報リテラシーの
活用して教育をデザイ
ン（設計・実施・評価・
改善）することができる
到達度
(注）
最終案でレ
ベルを設定
① 英語による効果的な
交信を行うためにＩＣ
Ｔを利用できる。
② 複数の相手と協働し
て協議・交渉・意見交
換するためにＩＣＴを
利用できる。
研究目的に応じて
①科学的に行動を観察
し、数量化することが
できる。
② 収集したデータの
解析（適切な解析方法
の選択と実施）を行
い、その解析結果を評
価、解釈することがで
きる。
③ 倫理的側面に配慮
した研究計画を立てる
ことができる。
④ アンケート調査、
心理検査にインター
ネットを利用すること
の可能性と限界を理解
できる。
⑤ 心理学実験にコン
ピュータを用いること
ができる
① ソフトウェアを用
いたデータの整理・
分析や意思決定への活
用法を理解している。
② 経営情報システム
による複数の成功、失
敗事例を理解してい
る。
① ＩＣＴを用いたア
セスメント方法を理解
している。
② 支援計画の作成、
提案にＩＣＴを活用で
きる。
③ 地域に向けて効果
的に情報の受発信がで
きる
到達度
測定手段
①②は情報支援システ
ムを利用し、
他者評価、学習ポート
フォリオ、
小テストにより確認す
る。
①～⑤は、レポートや
学習ポートフォリオを
通じて確認する。
①は、小テスト、プレ
ゼンテーションなどに
より確認する。
②は、プレゼンテー
ション、ディスカッ
ションなどにより確認
する。
①～③は、レポート、
プレゼンテーション、
事例報告会等
により確認する。
①～③は、学生の学習
ポートフォリオを用い
て、確認する。
情報分野＼教育分野
情報リテラシー
の基本と
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾘﾃﾗｼｰ
（情報倫理）
情報収集・整理
↓
加工・分析
↓
レポート作成
↓
発表・発信
↓
評価・改善
（PDCA)
情報リテラシーと
学術情報リテラ
シーの活用
（研究する力ー科
学的方法を習得）
データをみて
↓
仮設を立て
（モデル化）
↓
検証し
↓
修正・改善
（PDCA)
  
5 おわりに（次年度の研究活動に向けて）  
 フェーズ１からの分析結果も踏まえて、見直しと試行の繰り返し、および現状調査結果分析から、
現在の一般社会で求められている能力（スキル）と大学生の動向に関しては、整理ができていると
考えている。（本研究プロジェクトの研究期間においても我々を取り巻く ICT 環境は、大きく変化
している） 
 本研究で、調査項目の見直しと試行の繰り返しにより、問題の分類、新たな社会動向による問題
の設定などを行ってきた。これまでの研究成果を振り返ってみて、問題設定に関するある程度の整
理はできてきたと考えているが、最も問題となるのは「評価手法」であろう。調査テストのスコア
の集計結果による授業クラスのプレースメントでの利用などに関しては一定の成果をあげている。
しかし、それは、あくまで相対的な評価であり、評価指標に対する個々人の絶対的な評価とはなっ
ていない。 
 本研究の前提となっている「必要とされるスキルに可変的なものと普遍的なものがある」という
観点からいうと、「可変的なスキル」に関する絶対的な評価手法のタイムリーな設定は困難であるし、
「普遍的なスキル」の評価指標としても、万人に対する絶対的な尺度設定は困難であることは明白
である。今後は、その点に注意する必要があると考えている。 
 「大学学士課程教育において必要な情報リテラシーに関する実証的研究」を目的とした本研究活
動の中で、本年度は、最初の段階のフェーズ１の結果をもとに調査項目を見直し、さらに、社会動
向の調査結果から社会のニーズに対応する問題を設定し試行調査を行なった。 
文科省の中教審の答申や大学における情報教育を中心とした他の研究成果の調査によって、その
人がおかれている環境や世代によって、普遍的に求められているスキルでも実際に求めているもの
は異なっている面があることが明確になってきた。それは、同一評価項目に対するレベル設定の違
いのようなものではなく、指標そのものが異なる場合もある。 
今後は、それらを考慮し、「高等教育における情報基礎教育」という点をより明確に打ち出してい
く必要があると考えている。 
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Abstract 
The purpose of this study is to promote the empirical research on the information literacy 
that is required for the undergraduate education, to develop a model rubric as normal 
assessment criteria. The partial survey questions about the skills have been reviewed based on 
the results of the first stage to correspond to the second stage this year. We compared the 
results of the traditional online survey of the term beginning with the ending. At the same time, 
we considered the survey results about the skills and ability required by society and conducted 
the preliminary survey questions to ask the logical thinking ability and the use of information. 
Furthermore, we carried out the main investigation of the information published, which 
showed the respect and trends in the current stats of general information education in higher 
education, to prepare for the third stage. Finally we would try to organize the results further to 
indicate the final evaluation. In this paper, by reviewing the survey questions and considering 
their results to respond the general information, we gave its reports on the preparation for the 
final evaluation. 
